
公 示

次のとおり公示します。

なお、本業務に係る契約締結は、当該業務に係る令和８年度予算が成立し、予算示達がなされ

ることを条件とするものです。

令和８年２月２０日

支出負担行為担当官

札幌開発建設部長 平山 大輔

１ 公示の概要等

(1）公示の目的等

河川法第９９条に基づき、地域防災力向上業務（滝川河川事務所）の委託に関し、委託先

を選定することを目的とする。

なお、委託先の対象は、河川法施行規則第３７条の６に基づき河川協力団体又は河川の管

理に資する活動を行っている一般社団法人若しくは一般財団法人とする。

(2) 業務名及び業務の概要

業務名 地域防災力向上業務（滝川河川事務所）

本作業は、滝川地区地域防災施設（川の科学館）において防災に関する啓蒙や河川環境に

関する啓発などを行い、地域防災力向上などを目指すものである。

(3) 委託期間

契約締結の翌日から令和８年１２月４日まで

（4） 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用

本件は、企画提案書の提出、特定通知等の手続き等を電子調達システムで行う対象案件

である。なお、電子調達システムにより難い場合は、紙方式参加願（別記様式１）を提出

するものとする。

(5) 本業務の受託を希望する者は、下記２に掲げる委託先の資格要件を満たすことを証明する

申請資料（以下、「申請資料」という。）を提出すること。

(6) 提出された申請資料を元に採点による資格審査等を行い、委託先を選定するものとする。

(7) 資格要件を満たす受託希望者の中から１者を選定し委託する。

(8) 委託費は実費相当額とし、上記(5)の選定後に発注者の積算した委託料の限度額をもって

委託先に選定された受託希望者と協議を行い、協議成立後に契約書を締結するものとする。

２ 委託先の資格要件

委託先の対象となる者は、以下に掲げる資格要件を満たすものとする。

(1) 本業務を行う河川の区間・施設について指定された河川協力団体又は一般社団法人若しく

は一般財団法人であること。

(2) 一般社団法人及び一般財団法人については、河川法第９９条第１項に規定する事項を適正



かつ確実に実施するに足りる経理的及び技術的な基礎を有する者であること。

(3) 当該委託内容に関する活動実績及び活動実施体制があること。

(4) 令和０７・０８・０９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一）「役務の提供等」にお

いて、北海道地域の競争参加資格を有する者であること。

なお、有資格者が「会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の決

定を受けた者」又は「民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の決

定を受けた者」に該当した場合は、次に掲げる書類を提出していること。

ア 更生手続開始決定書又は再生手続開始決定書（鮮明であれば写しでも可）

イ 許可決定に伴い定款、役員等に変更があった場合にはそれを証明する書類（鮮明であれ

ば写しでも可）

ウ 上記イに伴う競争参加資格審査申請書変更届

(5) 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当し

ない者であること。

(6) 会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づく再生

手続開始の申立てがなされている者(上記(4)の書類を提出した者を除く。)でないこと。

(7) 申請資料の受領期限の日から契約締結の日までの期間に、「北海道開発局物品等契約に係

る指名停止等の措置について」（平成１３年１２月１８日付北開局会第６１１号）又は北海

道開発局工事契約等指名停止等の措置要領（昭和６０年４月１日北開局工第１号）に基づく

指名停止を受けていないこと。

(8) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国土

交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 手続き等

(1) 担当部局

〒060-8506 札幌市中央区北２条西１９丁目

北海道開発局 札幌開発建設部 契約企画課 調達スタッフ

電話011-611-0269 電子メール：hkd-sp-choutatsu@gxb.mlit.go.jp

(2) 業務委託説明書の交付期間、場所及び方法

ア 交付期間

令和８年２月２０日から令和８年４月７日まで

イ 交付方法

電子調達システムにより交付する。ダウンロード方法は、北海道開発局札幌開発建設

部ホームページを参照すること。

（説明書等に対する質問があった場合の回答についても同様にダウンロード機能により

交付するので、ダウンロードの際に「更新通知メールの配信を希望する」に必ずチェッ

クを入れること。）

また、電子調達システム未導入であっても、インターネット環境があれば交付を受け

ることが可能である。ただし、やむを得ない事由により電子調達システムによる交付を

受けることが困難な場合は上記(1)に問い合わせること。

(3) 電子調達システムのＵＲＬ



https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/

※システムの都合上「企画競争」については、電子調達システムの「公募型プロポー

ザル機能」において掲載している。

(4) 申請書類の提出期限、場所及び方法

ア 提出期限

令和８年３月４日午前１２時００分

イ 提出方法

電子調達システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場合及び紙方式

参加願（別記様式１））を提出した場合においては、原則として上記(1)に記載のアドレ

スあてに電子メールにより提出すること。

４ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

(2) 関連情報を入手するための照会窓口 ３(1)に同じ。

(3) 本業務に係る契約の締結は、令和８年４月７日を予定しているが、予算成立が４月８日

以降となった場合は、予算成立日に契約を締結する。また、暫定予算となった場合は、暫

定予算の期間分のみの契約とする。

(4) その他の詳細は説明書による。


